








公共施設再編方針の見直し（令和５年度）について

■ 公共施設再編方針における公共施設再編の進捗状況

【現再編方針（令和元年度改訂）】 【～令和５年度末実績（見込み）】

（参考）公共施設再編方針における目標管理状況

H25年度
再編方針

R6.1末現在
（H25比較）

R7年度
中間目標

人口一人あたり
施設面積
（㎡）

4.42 4.57
（+0.15）

4.18

住民基本台帳人口
（人）

44,036 39,206
（△4,830）

40,241

施設面積
（㎡）

194,476 179,275
（△15,201）

168,144

【未達成の理由】
・想定以上の人口減少
・用途廃止済み施設の未処分（解体・譲渡）

対象施設
142

廃止施設
11

民間活用
・新川学びの森天神山交流館

153施設 188,182㎡

対象施設
134

廃止施設
10

うち短期（R6まで）を目標とするもの
・小学校（道下・経田）
・歴史民俗博物館
・埋蔵文化財調査室
・保育園
・つくし学園
・老人趣味の家
・新川学びの森天神山交流館
・総合体育館
・吉田グラウンド・弓道場
・市営住宅・集会場（旧耐震基準）
・農村集落センター
・金山谷郷土文化伝習館
・農山村文化交流館

用途廃止（譲渡又は解体）
・保育園（住吉・西布施）
・小川田住宅・集会場
・金山谷郷土文化伝習館
・歴史民俗博物館（一部）

用途廃止のみ
・総合体育館
・野方保育園

144施設 179,275㎡

解体
・旧片貝高齢者ふれあいの家
・旧西川原住宅
・旧公民館（村木・片貝）

一部解体
・旧小学校校舎のみ
（上野方・上中島・松倉の一部）

△９施設
△8,907㎡

〈本日のテーマ〉
■ 公共施設面積の考え方の見直し
■ 目標の妥当性について
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13項目
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【目標】「人口一人あたり施設面積（4.42 ㎡）が、令和21年度時点も維持されること」



公共施設再編方針の見直し（令和５年度）について ②

■ 公共施設面積の考え方の見直し

【見直し案】

【これまで含めていた理由】

【問題点】

【懸念事項】

「用途廃止済みで未処分（解体・譲渡）の施設は公共施設面積に含めない。」

・用途廃止後に転用して利活用する計画があったため、廃止後も公共施設面積に含めていた。
（例）旧小学校校舎 ⇒ コミュニティセンターとして活用

・活用の見込めない施設は速やかに解体するため、大きな影響はないと考えていた。
・再編方針に記載することで利用できる起債がある。（公共施設等適正管理推進事業債）

① 処分（解体・譲渡）するまでは面積に含まれる
・転用して利活用することを検討した結果、実現が難しいと判断されたものも面積に含まれる。（例）旧小学校校舎
・民間貸付を行った施設の面積も含まれる。（例）新川学びの森天神山交流館
・跡地の利活用の検討には、地域等関係者の調整等に時間がかかる。
・解体（特に大型施設の場合）は、財政状況を踏まえた判断が必要

② 廃止施設は公共施設ではない
・廃止施設は行政財産から普通財産となるため、住民が利用するために市が管理する施設ではない。
それにも関わらず、住民一人あたりの公共施設面積には含まれている。
（方針策定時に基準とした平成25年度の住民一人あたり面積4.42㎡の公共施設面積には、普通財産は含んでいない。）
※行政財産…市の業務又は住民が利用するために管理される財産（庁舎、図書館、道路等） 普通財産…行政財産以外の財産

① 過去の実績値との継続性（総合計画の成果指標としている。）
対応案： 総合計画の施策評価等では実績値を２段書きとし、廃止施設を含む数値をかっこ書きで記載することで、

過去の数値と比較できるようにする。

② 再編方針に記載することで利用できる起債（公共施設等適正管理推進事業債）
対応案： 再編方針の施設一覧には、今までどおり廃止施設として記載する。ただし、合計面積には含めない。



公共施設再編方針の見直し（令和５年度）について ③

■ 見直しによる今後の見通し

項目 H25（基準） 2020（R2） 2025（R7） 2030（R12） 2035（R17） 2040（R22）

市目標
推計

人口一人あたり
施設面積
（㎡/人）

4.42 4.13
（4.57）

3.81
（4.27）

3.83
（3.90）

3.99
（4.07）

4.17
（4.42）

人口（人） 44,036 40,927 39,396 37,917 36,337 34,816

（参考）
社人研
推計

人口一人あたり
施設面積
（㎡/人）

-
4.17

（4.61）
3.93

（4.40）
4.04

（4.12）
4.33

（4.42）
4.66

（4.76）

人口（人） - 40,535 38,207 35,873 33,503 31,085

公共施設面積（㎡）
194,476 168,934

（187,139）
150,196

（168,144）
145,039

（147,945）
145,039

（147,945）
145,039

（147,945）

※「魚津市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」（令和３年改訂版）
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年（2023）年推計）」

○2040年（令和22年）における施設の総面積は約14万５千㎡に減少する見込み。
○人口が市目標推計よりも大きく減少した場合は、減少した人口に見合った見直しが必要
（参考） 令和６年１月末現在 人口一人あたり施設面積 3.88㎡

■ 目標の妥当性について

〇 メリット △ 懸念事項

・進捗状況を客観的に確認しやすい。
・施設総量について、世代間の公平性が担保される。
・人口減少に対応した目標となっている。
・他の自治体と比較しやすい。

・人口減少速度が想定を上回る場合、計画以上の削減が必要。
・各施設の有効性よりも削減面積が重要視される。

【目標】「人口一人あたり施設面積（4.42 ㎡）が、令和21年度時点も維持されること」

想定を上回る速度で人口が減少した場合は、更なる施設面積を削減しなければならないという懸念がある。
一方で、人口の減少が想定される社会において、世代間の公平性を重視した目標でもある。
⇒ 目標は、今後も維持することとし、達成に向け着実に取り組む。



令和６年度の取組について ④

■ 旧小学校の解体と跡地利活用

① 旧上野方小学校

・（仮称）上野方地域複合施設の整備のための実施設計
複合施設：上野方コミュニティセンター・社会福祉協議会事務所・消防団詰所

② 旧大町小学校

・大町地区のコミュニティセンター整備に向けて、旧小学校校舎の一部を解体

③ 旧松倉小学校

・松倉地区のコミュニティセンター整備に向けて、旧小学校校舎の一部を解体
（令和５年度継続）

④ 旧上中島小学校

・令和５年度に解体した校舎跡地の利用について地区と協議を進める。

【①上野方地域複合施設】
令和５年度 基本方針策定
令和６年度 実施設計
令和７年度 工事
令和８年度 供用開始

【②大町コミュニティセンター】
令和６年度 解体
令和７年度 発掘調査
令和８年度 実施設計
令和９年度 工事
令和10年度 供用開始

【③松倉コミュニティセンター】
令和５・６年度 解体
令和７年度 実施設計
令和８年度 工事
令和９年度 供用開始

■ 室内温水プールの建替え（令和５年度継続）

（整備理由）
・現施設の老朽化。小学校プールの老朽化に伴う水泳授業の集約化。
・ありそドーム周辺に集約し、新たな生涯スポーツ拠点として整備。

（公共施設の総量抑制）
・現施設から約１割程度、面積削減（2,151㎡→1,800㎡程度）
・小学校プールの面積削減 （５校で4,895㎡）
令和６年度 よつば小学校プール解体工事(1,011㎡）

【整備スケジュール】
令和３年度 基本計画策定
令和４年度 基本・実施設計
令和５・６年度 工事
令和７年度 供用開始



第６次定員管理計画（R2-R6）の見直し（第１回委員会での協議内容確認）

１ 第６次定員管理計画の最終年度（Ｒ６年度）の計画数の見直し
第６次定員管理計画の最終年度であるＲ６年度の計画数を次のような理由で見直し、第７次定員管理計画を策定する上での

基本的な考え方とするもの。
①男性職員の育児休業促進…子育て支援の観点から男性職員の育児休業を促すための法が整備され、育休を取得しやすい環境
づくりが必要とされている。本市の取得者は令和３年度以降毎年３名程度。本人が望む休暇の取得に向けサポートが必要。
②働き方改革の推進…時間外勤務の削減、有給休暇取得促進、ワークライフバランス等が求められる一方で、新規事業等によ
り業務量が増加している。

２ 魚津市の現状・課題
①30代以下の女性職員増加に伴い、育休取得者が増加するとともに取得期間が長くなる傾向にある。また、男性職員の育休取
得者が毎年３名程度いる。一方で、育休取得に伴う人員補充等の懸念から、長期の育休取得をためらう声も聴かれる。
②定員管理計画に育休職員数を含んでいるため、実動職員数とのギャップが生じている。
③急速に行財政改革を進めた結果、職員数に余裕がなく、急な病休や退職の補充が困難。※①～③により年間５～６名程度の不足

④働き方改革・事務事業評価、アウトソーシング等による業務見直しやＤＸの推進等により、引き続き限られた人員の中で効
率的に業務を推進することが求められている。
⑤Ｒ５年度より定年引上げ制度が開始され、退職年齢が段階的に65歳まで引き上げられる。（２年に１歳ずつ）

３ 対応策
・育休支援のため、Ｒ６年度の計画数を２名増
員する。（見直し前320名→見直し後322名）
・業務見直しやＤＸの推進等により、業務の効
率化をすすめる。 定

員
管
理
計
画

R２ R３ R４ R５
Ｒ６

一般行政職 266 265 263 261 261 262

うち事務 200 200 199 198 198 199

うち技術（土木） 35 35 35 35 35 35

うち技術（保健師） 14 14 14 14 14 14

うち技術（その他） 17 16 15 14 14 14

保育士（幼稚園教諭含む） 44 44 44 43 43 43

業務員 23 22 20 17 16 17
計

（実績数
333

（332
331

（331
327

（326
321

(322
320 322

計画数の前年比 △10 △2 △4 △6 △１ ＋１

４ 効果
・育休取得者の補充が見込まれることにより、希望に合
わせた育休を取得しやすくなる。
・業務量に応じた職員数が確保されることにより、ワー
クライフバランスが推進される。

〇上記の考えに基づきＲ６年度中に第７次定員管理
計画（R7-R11）を策定し、適正な人員管理に努める。

見直し後見直し前


